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医療観察法の制度対象者の治療・支援体制の整備のための研究 

 

研究代表者 平林 直次  国立精神・神経医療研究センター病院 

 

研究要旨： 

本研究の主たる目的は、心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する

法律（以下、医療観察法）の制度対象者に関する転帰・予後・治療介入等の実態を継続的に明らかに

すること、国際比較やいわゆる複雑事例のプロファイリングとセグメント化を行い、それらを基にし

た実効性の高い治療や介入方法等を示すことである。 

退院後の対象者について、転帰・長期予後に関する全国調査等を継続した。我が国の医療観察制度

が始まり約 14年間運用されたが、引き続き再他害行為率の低さや各種の指標から概ね順調に運用さ

れていると考えられた。一方、長期入院例や行動制限実施例などの複雑事例が課題となっており、全

指定入院医療機関を対象として、複雑事例に関する統計学的検討及び個別調査を継続した。その結果、

複雑事例の類型化と取り組み案が示された。また、複雑事例の退院や社会復帰を促進するために、施

設間でのコンサルテーションや転院の試みを実施した。海外比較の結果、複雑事例専門の高規格ユニ

ットを準備するよりも、複雑事例の多様性や個別性に配慮したケースフォーミュレーションを用いた

心理社会的介入の重要性が指摘された。 

医療観察法重度精神疾患標準的治療法確立事業により蓄積されることとなった、いわゆる“入院デ

ータベース”を臨床及び研究で活用するための準備を継続した。また、通院処遇の基礎的データを収

集するシステム構築を目指しパイロット調査を行った。その結果、研究として構築する場合の課題や

限界が明確になった。 

最終年度には、国際比較の上、今後の医療観察制度改善の基礎資料の作成、適切な処遇審判を実現

するための鑑定マニュアルの完成、通院データベースシステムの提言を行う予定である。 

 

分担研究者氏名 （順不同、敬称略） 
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壁屋康洋  国立病院機構榊原病院 
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     院 
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     歯学総合研究科精神行動医 

     科分野 
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Ａ．研究目的 

医療観察制度が始まり、指定入院医療機

関や指定通院医療機関が整備され約 14 年

間運用され、医療観察制度は我が国の司法

精神医療制度として定着しつつある。この

間、各種の研究班により医療観察法医療の

実態調査が続けられてきたが、研究班の存

続に依拠せず、定期的かつ安定的に実態把

握するために、平成 27 年度から医療観察法

重度精神疾患標準的治療法確立事業（いわ

ゆる入院データベース事業）が始まった。

本事業では全国の指定入院医療機関のネッ

トワークを通じて収集されたデータを分析

し、基礎的医療指標を用いて入院医療の実

態を全国規模で示すとともに、指定入院医

療機関ごとにも示し、医療の標準化や均て

ん化に資することが期待されている。 

しかし、基礎的医療指標に限られ、入院

の長期化や、長期あるいは頻回行動制限を

必要とする、いわゆる“複雑事例”に加え、

通院医療移行後、再入院、再処遇、退院と

同時に処遇終了する事例など、現状の課題

に焦点を当てたデータ分析や解決策の検討

は未だ不十分なのが現状である。一方、通

院医療においては、入院医療のようなデー

タベース事業は行われておらず、相変わら

ず研究班による実態調査に依拠しているの

が現状である。 

上記のような現状を踏まえ、本研究の主

たる目的は、平成 30 年度に引き続き、医療

観察法の制度対象者に関する転帰・予後・

治療介入等の実態を継続的に明らかにする

こと、国際比較やいわゆる複雑事例のプロ

ファイリングとセグメント化を行い、それ

らを基にした実効性の高い治療や介入方法

等を示すこと、通院処遇の実態を継続的か

つ安定的にモニタリングするための体制の

概要を示すことである。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究班では研究目的を達成するため

に分担研究班 a～h を編成した。なお、統計

学的調査に当たっては、疫学・統計学調査

の専門家と綿密に連携することとした。 

a 指定入院医療機関データベースシステム

を活用した研究（河野班） 

b 指定入院医療機関退院後の予後に関連す

る要因に関する研究（竹田班） 

c 複雑事例のプロファイリングとセグメン

ト化に関する研究（壁屋班） 

d 多様で複雑な事例の個別調査及び治療・

処遇に関する研究（村杉班） 

e 通院医療の実態を把握するための体制構

築に関する研究（大鶴班） 

f 医療観察法鑑定書作成および処遇判断に

関する研究（岡田班） 

g 司法精神医療の国際比較に関する研究

（五十嵐班） 

h 従来対応が難しいとされた複雑事例に対

する心理社会的介入方法に関する研究

（今村班） 

 

倫理的配慮 

本研究においては、個人情報を収集する

研究が含まれており、下記の原則に従うこ

ととした。なお、詳細については、人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針に従

って研究を進めた。 

1. 必要に応じて、研究の実施に先立って分

担研究者の所属する施設に設置された

倫理委員会の承認を得る。 

2. 個人情報の管理については、研究関係者

以外の者がアクセスできない場所に保

管する。 

3. 研究結果の公表に当たっては、統計学的

データのみを報告することを原則とす

る。 
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4. 症例報告が必要不可欠な場合には、個人

の特定を不可能にする匿名化を実施す

る。 

5. 介入研究を実施する場合、研究対象に文

書で説明し同意を得る。 

 

Ｃ．研究結果 

研究代表者は、令和元年度には 2 回の班

会議を開催して平成 30 年度の研究の進捗

や研究成果を共有し研究を進めた。また、

研究の実施に先立って、6 つの分担研究班

で倫理委員会の承認を得た。 

以下、研究分担班ごとに主な研究結果を

示す。 

a 指定入院医療機関データベースシステム

を活用した研究 

令和元年度は、以下の 4 つの研究活動を

行った。(a)指定入院医療機関パフォーマン

ス指標の洗練・見直し、(b)医療観察統計資

料（草案）の作成・刊行、(c)二次利用研究

の事務局業務の支援、(d)入院対象者の司法

関与の経過に関する分析である。 

(a)では、平均在院日数について適切な

集計期間を数値の安定性および速報性から

検討し、集計期間は 3 年が適切と考えらえ

た。 

(b)では、平成 30 年度に考案した基本設

計に基づき、平成 30 年 12 月締めのデータ

を用いて医療観察統計資料の草案を作成し

た。表紙を含め、40 ページの原稿が完成し

たが、発行の目的や発行主体が未定のため、

草案を叩き台として事業運営委員会に提示

し、検討の促進を図る予定とした。 

(c)では、データを利用した二次利用研

究を重度精神疾患標準的治療法確立事業か

ら切り離すこととなったため、組織および

規程を変更し、倫理審査変更申請を行った。

また、二次利用研究の課題の概要および経

過・終了報告を掲載するウェブサイトの開

設準備を行った。 

(d)では、対象者が対象行為を行うまで

の逮捕・起訴歴、薬物・アルコール問題な

どを分析する計画を立案し、倫理審査を申

請した。 

b 指定入院医療機関退院後の予後に関連 

する要因に関する研究 

全国 31 の指定入院医療機関と協働し、

法務省保護局および保護観察所の協力を得

て予後調査を実施した。平成 17 年 7 月 15

日から令和元年 7月 15日の間に指定入院医

療機関を退院し通院処遇に移行した対象者

のうち本調査に同意の得られた者は、累計

1,078 名(男性 821 名、女性 257 名)、観察

期間は 2,469.1 人年であった。 

重大な他害行為 13 名 19 件の累積発生率

を Kaplan-Meier 法 に よ り 算 出 す る と

1.7%/3 年であった。また、自殺既遂の累積

発生率は 2.5%/3 年であった。 

通院処遇終了者（718 名）の地域生活日

数割合（精神保健福祉法入院していない期

間/総観察期間）は 87.8％であった。地域

生活開始後（調整入院群は調整入院から退

院した後）1 年間の対象者の平均地域生活

日数は 349.3 日であった。通院処遇終了者

718 名中 101 名(14.1%)が通院処遇期間中に

就労をしていた。 

以上のことより、退院後の予後は従来と

同様良好に経過していることが確認された。

ただし、就労率の向上は今後の課題と考え

られた。 

c 複雑事例のプロファイリングとセグメン

ト化に関する研究 

 複雑事例の特徴を明らかにするために、

複雑事例中核群と標準退院群との症例対照

研究を行った。複雑事例中核群では F7（精

神遅滞）、F8（心理的発達の障害）が有意に

多くみられた。複雑事例中核群では標準退

院群よりも、初回入院継続申請時点の共通

評価項目(第 2 版)に関して、以下 18 下位項

目で有意に高値であった。大別すると、非
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精神病症状（情動不安定）、生活能力の低さ、

衝動性の高さにまとめられた。 

【非精神病性症状】【非精神病性症状 1）興

奮・躁状態】【非精神病性症状 2）不安・緊

張】【非精神病性症状 3）怒り】【内省・洞

察 2）対象行為以外の他害行為への内省】

【生活能力 5）安全管理】【生活能力 7)コミ

ュニケーション】【生活能力 12)過度の依存】

【生活能力 14)施設への過剰適応】【衝動コ

ントロール】【衝動コントロール 1)一貫性

のない行動】【衝動コントロール 2)待つこ

とができない】【衝動コントロール 3)先の

予測をしない】【衝動コントロール 5)怒り

の感情の行動化】【共感性】【非社会性 10）

放火の兆し】【ストレス】【治療効果】 

d 多様で複雑な事例の個別調査及び治療・

処遇に関する研究 

 医療観察法入院処遇における超長期入院

者及び長期/頻回行動制限実施者などのい

わゆる複雑事例の病態の解明や分類を行い

（研究 1）、治療・処遇に関するエキスパー

トコンセンサスをまとめた（研究 2）。 

研究 1 

複雑事例に関する個別調査を継続し累

計 26 施設 233 例のうち、「長期入院群」「行

動制限群」双方の条件に合致する 12 例が複

雑事例の中核群であることが想定された。 

12 例に共通する傾向として「重複障害

（特に自閉症スペクトラム障害の併存）」

「クロザピン使用割合の高さ」「衝動性・暴

力リスクの高さ」「家族機能の脆弱さ」「治

療同盟構築の困難さ」等の特徴が認められ

た。 

複雑事例中核群は、重複障害やクロザピ

ン使用の割合が長期措置入院群に比べ多く、

退院困難理由については、複雑事例中核群

では「症状改善困難」が長期措置入院群に

比べ少ないものの、「衝動制御困難」が同程

度であり、「環境調整困難」が多かった。よ

って重複障害に対する心理社会的治療が複

雑事例への介入における最重要課題である

と考えられた。 

研究 2 

仮想事例化した 8 例を、共通評価項目の

大項目「疾病治療」「セルフコントロール」

「治療影響要因」「退院地環境」の 4 項目と

の関連性を基に類型化したところ、「疾病治

療困難型」「関係構築困難型」「セルフコン

トロール困難型」の 3 つに分類された。 

「疾病治療困難型」では早期のクロザピ

ン導入やクロザピン抵抗性への対応、処遇

終了の判断基準の策定が、「セルフコントロ

ール困難型」では、重複障害に対する標準

化された心理社会的治療や行動制限最小化

が、「関係構築困難型」では、重複障害コン

サルテーションや多職種チームの交代、転

院が必要な介入方法として考えられた。 

複雑事例の転院トライアルにおいて、エ

ッセン精神科病棟風土評価スキーマを用い

た転院送り出し・受け入れ施設の心理社会

的環境の変化の評価では、転院送り出し施

設では、「脅威の自覚」「攻撃的患者の存在」

「スタッフの患者への恐れ」が転院後に有

意に軽減しており、複雑事例 1 例の病棟環

境への影響の大きさを見て取ることができ

た。 

e 通院医療の実態を把握するための体制構

築に関する研究 

通院処遇の実態を安定的かつ継続的に

把握・検証することを目的とした通院デー

タベースシステム構築に関する提言を行う

ことを目指し研究を進めた。 

令和元年度は通院医療機関の医療状況

調査と対象者の予後調査を開始した。その

結果、医療状況の実態を把握するための調

査では、637 施設にアンケート調査を行い

459 施設から回収（回収率 72％）できた一

方、対象者の予後調査では現在推定される

通院対象者数の 17％に回収率がとどまっ

た。 
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医療状況の実態としては、回収できた施

設の中で対象者を受けたことがある施設は

392 施設（85％）あり、そのうち 9 割の施

設平成 30 年 7 月 16 日から令和元年 7 月 15

日の期間内に対象者を 1 名～3 名受入れて

いることがわかった。また 226 施設が処遇

や治療が難しい症例「あり」と回答した。 

今回得られた事例の特徴としては比較

的安定している事例が多く、処遇や治療が

難しい事例は同意が得られず、調査対象と

ならなかった可能性が示唆された。 

f 医療観察法鑑定書作成および処遇判断に

関する研究 

本研究は、医療観察法制度において行わ

れる精神鑑定、およびそれによって作成さ

れて審判の判断材料として用いられる鑑定

書について、合理的な審判に資するうえで

の問題点と解決方策を整理し、そこで明ら

かになった方策を実現する具体的な鑑定の

実施方法ならびに鑑定書の形式等を提案す

ることを目的として研究を進めた。 

令和元年度においては、平成 30 年度ま

でに検討してきた、医療観察法の 3 要件（ま

たは 3 要素）と過去、現在、将来の 3 時点

の組み合わせからなる 3×3 マトリックス

と、医療観察法 37 条 2 項に基づく 8 因子と

過去、現在、将来の 3 時点の組み合わせか

らなる 8×3 マトリックスによる整理の結

合を行った。そしてそこから導きだされた

鑑定書の構成方法をもとに鑑定書作成の手

引き（案）および鑑定書式（案）の一部の

策定を行った。今後、最高裁判所、管轄省

庁とも協議しながら検討を進めることとし

た。 

g 司法精神医療の国際比較に関する研究 

司法精神医療に関して、法制度からアウ

トカムまでを含む共通調査項目を策定し、

イギリス、オランダ、韓国の司法精神医療

について、文献調査ならびに必要に応じて

研究者・実務担当者への聞き取り調査を行

った。また、イギリスにおける Dangerous 

and Severe Personality Disorder（以下、

DSPD）プログラムの経緯について調査した。 

イギリスにおける DSPD プログラムは、

対応困難者に対して施設の高規格化によっ

て対応しようとした試みといえ、対象者の

プロフィールは異なるが、その経緯は、わ

が国の司法精神医療における長期在院者な

どの複雑事例の対応を考えるうえでも貴重

な示唆を与えるものと考えられた。 

h 従来対応が難しいとされた複雑事例に対

する心理社会的介入方法に関する研究 

本研究では、入院が長期化しがちな複雑

事例に対して、指定入院医療機関同士で継

続的なコンサルテーションを行った。 

平成 30 年度と合わせて計 16 事例となり、

平均年齢 46.9 歳（21～71 歳）、平均入院期

間 35.3 ヶ月（9～108 ヶ月）、急性期 2 名、

回復期 6 名、社会復帰期 8 名であった。主

診断は統合失調症が 8 割強であり、副診断

は発達障害、知的障害、てんかん、身体疾

患などであり、コンサルテーションの対象

となった複雑事例には重複障害が半数程度

認められた。 

今後も事例数を増やすとともに、アンケ

ートや評価尺度の結果も含めて効果検証を

行う予定とした。 

 

Ｄ．考察 

1) 医療観察法制度の効果と課題 

 医療観察法医療の対象者は、当初審判に

おいて入院処遇または通院処遇の決定を受

ける。入院処遇となった対象者は退院後に

地域処遇に移行する場合、「移行通院」と呼

ばれ、当初から通院処遇が開始される場合、

「直接通院」と呼ばれる。竹田分担研究班

では、移行通院の概ね 50%の対象者につい

て処遇終了まで長期間の前向き調査を実施

し、転帰や予後を継続的に明らかにした。

同調査によれば、重大な他害行為の累積発
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生率は 1.7%/3 年、自殺既遂のそれは 2.5%/3

年であり、国内外の調査と比較すると低値

で推移していた。また、地域生活日数割合

（精神保健福祉法入院していない期間/総

観察期間）は 87.8％であった。 

 当初審判では、精神症状の重症度、病識

の有無と医療継続性、退院後の治療・ケア

体制やケア計画などを総合的に評価し、入

院処遇または通院処遇の決定を行う。当初

審判で通院処遇となった対象者は、入院処

遇となった対象者と比較して転帰や予後は

良好であると予想される。一方、手厚い入

院医療や環境調整を受けておらず、通院処

遇中に判明する課題も多いと考えられる。

竹田分担研究班の調査対象者は移行通院の

みであり、直接通院は含まれていない。今

後、移行通院に加え直接通院を含めた通院

医療の実態調査、転帰および予後に関する

継続的な調査が必要である。 

 大鶴分担研究班では、通院医療機関の医

療状況調査（以下、医療機関調査）と対象

者の予後調査（以下、通院対象者調査）が

行われた。調査対象は、それぞれ医療機関

と通院対象者である。本調査結果から 2 つ

の課題が指摘された。 

医療機関調査では 72%の回答率を得たが、

通院対象者調査では 17%の回答率にとどま

った。通院医療機関が対象者から同意を得

ようとしても、得にくい実態が明らかとな

った。また、調査対象は同意取得者に限ら

れ、サンプリングバイアスの発生が除外で

きない。 

対象者から同意が得にくい最大の原因

のひとつは、医療観察法の経歴、すなわち

重大な他害行為（以下、対象行為）の既往

は対象者やその家族にとって秘匿性の高い

情報だからである。対象行為 6 罪種の種別

や、それに対する対象者や家族の受け止め

方によっても、研究に同意するかどうかは

大きな影響を受けるであろう。また受け入

れ対象者数は 3名以下の施設が 9割を占め、

調査対象医療機関は膨大な数に及ぶ。この

ような背景を考えると、同意取得を前提と

した研究では補足率の向上には限界がある。

またサンプリングバイアスの影響を完全に

は排除できない。医療観察法医療に関する

研究では決して避けられない限界である。 

もうひとつの課題は、処遇や治療におい

て多くの課題を抱える事例（以下、通院複

雑事例）の実態把握が困難な点である。医

療機関調査によると、392 施設中 226 施設

(57.7%)において処遇や治療に関する課題

を抱える事例（以下、通院処遇複雑事例）

を経験していた。一方、通院対象者調査で

は、問題行動を認めた対象者は約 1 割であ

り大きな隔たりが存在する。その原因は、

多くの課題を抱える事例からの同意取得の

困難さにあると考えられる。研究調査には

一定の限界が存在する。 

入院医療では複雑事例の特徴が明らか

になりつつあるが、いわゆる“通院処遇複

雑事例”の実態は不明のままである。通院

医療の向上を考えるにはまずは実態把握が

必要であろう。 

医療観察法制度の持つ拘束性の強さ、公

共性の高さ、公的資源による運営などの側

面を考慮すると、医療の実態を正確に把握

し広く国民に知らせ、その向上を図ること

が期待される。 

以上のとおり、通院処遇調査における課

題のひとつは補足率の向上とサンプリング

バイアスの解消、さらに調査の効率化であ

る。これらの課題の解決を考えるならば、

直接通院を含めた悉皆調査体制の確立が不

可欠であろう。悉皆調査体制の構築におい

ては、研究調査の限界を踏まえ、実現可能

性、費用対効果、倫理性など多方面から、

研究以外の手段も含め幅広い検討が必要で

ある。 

2) 複雑事例専用の高規格ユニットの必要
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性に関する検討 

 平成 30 年度の研究報告書では、複雑事例

の社会復帰の促進を目的として、指定入院

医療機関同士の密接な連携による、施設を

超えたコンサルテーションの実施や高規格

ユニット、もしくは既存の指定入院医療機

関への転院の実践を検討する必要性を指摘

した。 

令和元年度の五十嵐分担研究班では、海

外比較を目的にイギリス、オランダ、韓国

の司法精神医療制度を調査した。複雑事例

専用の高規格ユニットを作る場合、1)定義、

2)治療法、3)退院基準の明確化、4)地域移

行、5)第三者評価、が重要であることが示

唆された。 

我が国の医療観察法では退院基準は明

確であり、複雑事例の「定義」「治療法」「地

域移行」が課題となる。本研究班で明らか

となったとおり複雑事例は多様性を持って

おり、一律の定義や治療法の確立は困難で

あること、地域移行への困難さの増加から、

高規格ユニットは機能不全に陥る危険性を

持つことが指摘された。 

むしろ本研究班で従来から検討してき

た、多様性や個別性に対応するケースフォ

ーミュレーションを用いてのコンサルテー

ションや転院を複雑事例対応の中心に据え

るべきであろう。 

2) 複雑事例の治療・処遇 

壁屋分担研究班による統計学的検討や

村杉分担研究班の事例検討から、入院処遇

複雑事例の特徴が示され、類型化が進めら

れた。その結果、少なくとも 3 類型「疾病

治療困難型」「関係構築困難型」「セルフコ

ントロール困難型」が同定された。 

 「疾病治療困難型」では早期のクロザピ

ン導入やクロザピン抵抗性への対応、処遇

終了の判断基準の策定が重要であるとされ

た。指定入院医療機関パフォーマンス指標

によると、すでに指定入院医療機関でのク

ロザピン処方率は 20-30%であり、複雑事例

に限ってみればクロザピン導入率はさらに

高率であった。クロザピン抵抗性の場合、

心理社会的治療を尽くしその効果の限界も

踏まえ、処遇終了を選択肢のひとつとして

検討するべきであろう。その際最も重要な

点は、指定入院医療機関で共通の処遇終了

基準を持ち、施設間での処遇終了率の差を

最小限に抑えることである。 

処遇終了の審判では、指定入院医療機関

からの意見を基礎として処遇決定が行われ

るが、基礎とする意見の妥当性に疑義が認

められる場合、医療観察法の再鑑定を柔軟

に実施する必要がある。再鑑定により処遇

終了基準の明確化や指定入院医療機関を超

えた標準化が期待される。 

処遇終了の審判では治療反応性が焦点

となるが、岡田分担研究班の指摘のとおり

「将来予測についても、対象行為に関する

どの症状・傾向・リスクに対して、種々の

介入手段のうち何が、改善させ得るのか・

させがたいのかといった、立ち入った検討

が可及的になされるべき」である。 

「関係構築困難型」では、重複障害コン

サルテーションや担当多職種チームの交代、

指定入院医療機関同士での転院が提案され

たが、その長所や短所、対象者にとっての

利益や不利益に配慮しつつ実践できる環境

整備が必要であろう。 

今村分担研究班の行った重複障害コン

サルテーションではセルフケアの改善が確

認されており、「セルフコントロール困難型」

に対する一定の治療効果が期待される。一

方、コンサルテーションが真に必要と考え

られる複雑事例からは同意が得られず、対

象にできない事例の存在が指摘された。こ

れまで重複障害コンサルテーションを実施

する中で臨床上問題となる事態は報告され

ていない。対象者への利益と不利益に慎重

な配慮をしつつ、研究から臨床実践に適応
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する段階に来ている。指定入院医療機関の

間で行われている、いわゆる“ピアレビュ

ー”に位置づけ、多くの施設での実施が望

まれる。 

 

Ｅ．結論 

我が国の医療観察制度は約 14 年間運用

され、再他害行為率の低さや各種の指標か

ら引き続き概ね順調に運用されていると考

えられた。 

一方、指定入院医療機関では、長期入院

や、長期または頻回行動制限を必要とする

複雑事例が認められ、その特徴が一部明ら

かにされたが、さらに明確化し治療・介入

方法の開発が必要である。 

クロザピンなどの生物学的治療に加え、

複雑事例の多様性に対応する個別性の高い

ケースフォーミュレーションを用いた、行

動障害や生活障害に対する心理社会的介入

の強化が必要である。 

複雑事例は多様性を持っており、一律の

定義や治療法の確立は困難であること、地

域移行への困難さの増加から、専門の高規

格ユニットは機能不全に陥る危険性を持つ

ことが指摘された。 

指定入院医療機関同士の密接な連携に

よる、施設を超えたコンサルテーションの

実施や既存の指定入院医療機関への転院の

実践を促進する必要がある。 

医療観察制度の運用や見直しにとって

必要不可欠な通院処遇の基礎的データを収

集するための体制をただちに構築する必要

があるが、通院処遇の実態調査では、補足

率の低さやサンプリングバイアスを考慮す

ると、対象者の同意を前提とする研究では

限界があり、研究によらない調査方法の検

討・確立も必要である。 
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